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奈良県教育委員会点検・評価実施要領

（目的）
第１ 県教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行の状況を点検・評価し、効果的な教育行
政の推進及び改善・充実に資することを目的とする。

（点検・評価の対象）
第２ 次に掲げる項目について、点検・評価を実施する年度の前年度の実績に基づき、点検・評
価を行う。
(1) 県教育委員会の活動状況
(2) 県教育委員会が実施する施策及び事業
(3) 県教育委員会が定める時の課題項目

（推進体制）
第３ 点検・評価の円滑な実施を図るため、教育長、教育次長、教育研究所副所長、事務局各課
（室）長により内部評価委員会を設置する。

２ 作業部会として事務局各課（室）及び教育研究所の課（室）長補佐級職員により内部評価ワ
ーキンググループを組織し、点検・評価全般に係る事務を行う。

（点検・評価の主体）
第４ 県教育委員会が点検・評価を実施する。
２ 第２に掲げる項目に係る資料の作成は、以下のとおり行う。
(1) 県教育委員会の活動状況については、企画管理室で素案を作成する。
(2) 県教育委員会が実施する施策及び事業の評価については、施策・事業体系に従って、それ
ぞれを担当する課（室）及び教育研究所が施策評価シートを作成し、内部評価ワーキンググ
ループにおいて総括する。
(3) 時の課題項目については必要に応じテーマを設定し、教育振興大綱推進課がテーマに関係
する課（室）及び教育研究所と連携を図りながら点検・評価を行う。

（点検・評価の手法）
第５ 点検・評価は、以下のとおり対象に応じた手法により行う。
(1) 県教育委員会の活動状況については、教育委員会の開催状況や審議事項等を総括し点検す
る。

(2) 県教育委員会が実施する施策及び事業については、全国比較・経年分析等が可能なデータ
を収集し、現状分析を行うとともに課題を整理し今後取り組む施策の方向性を明らかにする。
(3) 時の課題項目については、必要に応じ点検・評価の資料となる情報・データ等を収集し、
客観的事実に基づいて施策の現況や効果を評価する。

（第三者からの意見聴取）
第６ 点検・評価の客観性・公平性を高めるため、学識経験者等により組織する「教育評価支援
委員会」を設置し、点検・評価の方法や結果について意見を聴取する。

（点検・評価の報告）
第７ 点検・評価報告書を作成し、県議会に提出する。

（点検・評価の公表）
第８ 点検・評価報告書を県議会へ提出し報告受理の議決を得た後、県教育委員会のホームペー
ジに掲載するほか、リーフレット「学校教育の充実のために」にも概要を掲載し公表する。

（その他）
第９ この要領に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。

附 則
この要領は、平成２０年６月９日から施行する。

附 則
この要領は、平成２２年４月１日から施行する。
附 則

この要領は、平成２３年４月１日から施行する。
附 則

この要領は、平成２７年４月１日から施行する。
附 則

この要領は、平成２８年１０月１日から施行する。
附 則

この要領は、平成２９年４月１日から施行する。


